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生活科学部「ニュータウン再生に向けた福
祉転用と地域実践教育」
（平成26年度教育後援会優秀教育賞）
森　一彦（大阪市立大学生活科学研究科）
１　はじめに
わたしたちの地域実践教育に2014年度優秀教育賞を
授与頂き、大変光栄に存じます。この受賞は森一人の
ものでなく、実践教育で関わった学生や教員、そして
地域の方々との協働で出来上がったものです。関係者
の方々に深く感謝申し上げます。この地域実践教育は
2009年から今日まで、泉北ニュータウン地域内の一つ
の住区（約2000世帯）の槇塚台地区を中心に展開して
いるものです。この教育方法は生活科学研究科が採択
した文科省・現代GP（現代的教育ニーズ取組支援プ
ログラム2005年）「QOLプロモーター育成による地域
活性化」の専門職と住民が共同して地域問題を解決す
る授業の考え方を大学院授業に発展させたものです。
この授業がはじまる社会背景には、高齢化する地域の
再生と、大学院での一級建築士の実務教育という異な
る2つのニーズがありました。それに対応する形で始
まったものですが、うまく時代に噛み合ったプロジェ
クトといえます。2008年から国土交通省は地域再生に
むけて高齢者等居住安定化事業の公募を開始し、大学
がその事業に申請段階から採択後の実施段階までかか
わり、地域住民や自治会、福祉機関、行政と密接に連
携した事業であります。大学教員の専門性と大学院教
育プログラムの両方が貢献しました。
２　地域再生における「共助」の仕組みづくり
戦後から70年を経て、我が国は世界に例を見ない超
高齢化社会を迎え、新しい仕組みづくりが求められて
います。今後10年間で、戦後のベビーブーマーの世代
約680万人（1947年～ 49年生まれ）が後期高齢者にな
るのと歩調を合わせ、いわゆる「高齢化の最後の急な
登り坂」になります。その間に、介護医療費の増大や
医療福祉施設およびそれに携わる人材の不足など、社
会問題が先鋭化する可能性があります。しかし逆の見
方をすれば、これは新しい雇用と事業の出現を意味し
ています。すでに2000年制度化された介護保険制度に
よって年間 8 兆円、300万人以上の介護関係雇用が生
まれていますが、国の財政事情や福祉施設整備の抑制
施策などから推察すると、今後は地域のなかに新しい
事業モデルがでてこなければ成り立ち得ない現実があ
ります。従来の行政による特定目的型の施設整備手法
から、地域ニーズに即して地域の人的・物的資源を有
効活用するコミュニティ型の事業手法が求められてい
ます。いままで「公（公共）」と「民（民間）」が主導
してきた住宅や学校、病院など建物の多くが老朽化し
て修繕や改修を必要とし、加えてその住み手や使い手
自身も高齢化し、建物が不要になったりうまく使えな
くなる現実を目の当たりにしています。全国的に空き
家、空きビルが増えている背景にこの構造的変化ある
ことに疑いはありません。2020年に約 3 割が高齢者と
なりますが、その内介護を必要とするのは約 1 割であ
り、約 8 割は元気な高齢者だと言われています。地域
の人的・物的資源の生かし方で地域のあり様が変わっ
てきます。いま、この問題解決には「公」と「民」だ
けでなく、「共」すなわち住民の共同体、コミュニティ
の役割が不可欠だといわれています。
３　高齢化の進むニュータウンでの地域実践教育
今回の地域実践教育は2009年度から2014年度までの
大学院生活科学研究科の居住福祉計画特論、居住福祉
環境設計特論演習を柱として、学部の授業、学部卒業
研究、大学院修士研究など特別研究との関連もとりな
がら、地域の空き家や空き店舗を福祉的活用の場所に
福祉転用する「泉北ほっとけないネットワーク事業」
であり 5 年間継続してきています。それまでに関わっ
た教員（非常勤、学外を含む）10名、学生は約200名にの
ぼっています。地域の歩ける範囲内に空き家を生かし
て福祉転用することで、地域レストラン、街かどステー
ション、生活支援住宅、シェアハウス、ディサービス、
グループ 5 つの拠点が実現しています。このようなコ
ニュニティを中心に展開できた事業はめずらしく、国
内・国外からの見学者も多く、平成13年度には都市住
宅学会賞業績賞を受賞し、わが国における先進的な事
例として認知されています。今後このスキームを生か
すことで、多様な地域展開が可能だと考えられます。
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４　おわりに
2015年 3 月 1 日に大阪市立大学都市防災教育研究セ
ンター設立されました。2010年の東日本大震災以後、
我が国の防災において、今までの行政主導の防災計画
から住民主体の「自助」「共助」によるコミュニティ
防災への転換が求められています。センター化はこれ
に対応したものです。約 4 年間の全学的体制による文
理融合の防災研究プロジェクトを経て、都市の防災力
向上のための教育研究のコアとして都市防災教育研究
センターが構想されました。これは教育と研究・地域
貢献を相互連携させた活動により地域の防災力向上を
図ることを狙いとした組織ですが、防災力向上のみな
らず、地域のつながりの回復、地域文化の継承・育成
への寄与、様々な専門分野交流からの新しいシーズの
創出も期待されています。泉北での実践教育の経験を
生かして、防災のコミュニティ展開につなげていきた
いと考えています。
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